






大隅河川国道事務所管内（桜島直轄砂防事業）における
災害時等応急対策業務（測量・観測・調査検討等）に関する基本協定

国土交通省九州地方整備局大隅河川国道事務所長 岩男 忠明（以下「甲」という）
と、株式会社 ○○○ 代表取締役 ○○ ○○ （以下「乙」という）とは、災
害時等における応急対策業務の実施に関し、次のとおり協定する。

（目的）
第１条 この協定は、大隅河川国道事務所が担当する直轄砂防区域及び土砂災害警

戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下「土砂法」と
いう）の第２９条に基づき行う緊急調査（河道閉塞による湛水を発生原因と
する土石流、河道閉塞による湛水、火山噴火に起因する土石流）を担当する
第２条の実施区域内において、火山噴火・土石流等の大規模な災害が発生若
しくは災害の発生が予測された場合に大隅河川国道事務所が行う緊急調査や
応急対策の計画立案等を実施することを想定し、災害発生範囲の地形変状把
握及び被害想定範囲の検討等を行う実施業者をあらかじめ定め、災害の拡大
防止に資することを目的とする。
また、「九州地方整備局防災業務計画書」に基づき災害対策本部長、災害

支援本部長もしくは、応援対策本部長（九州地方整備局長）から出動命令が
あった場合は、大隅河川国道事務所が管理する直轄砂防施工区域以外（他の
直轄事務所、他の地方整備局、地方自治体）においても同様とする。

（業務の実施区域）
第２条 甲が乙に対し協力を要請する活動の実施区域は、大隅河川国道事務所で直

轄砂防事業を施行する区域（鹿児島市桜島島内の１１河川）及び土砂法に基
づき緊急調査を担当する市町村（鹿児島市、垂水市、鹿屋市、姶良市、霧島
市、曽於市、志布志市、西之表市、奄美市、大崎町、東串良町、肝付町、錦
江町、南大隅町、中種子町、南種子町、屋久島町、瀬戸内町、龍郷町、喜界
町、徳之島町、天城町、伊仙町、和泊町、知名町、与論町、三島村、十島村、
大和村、宇検村）とする。
また、「九州地方整備局防災計画書」に基づき、出動命令があった場合は、

命令があった区域も同様とする。

（業務の内容）
第３条 甲が乙に対し協力を要請する活動の内容は、甲の指示に基づく実施区域に

おける「河道閉塞や降灰に伴う地形変状等に関わるＬＰ測量等及び人工衛星
による撮影、画像収集、画像加工及び解析」とする。

（業務の要請）
第４条 甲は、乙に対し、第２条の実施区域で発生した災害状況に応じ、本業務を

実施するための出動を書面（第１報は電話で可）により要請するものとする。
２．乙は、前項の出動要請の連絡を受ける者を、あらかじめ書面により甲に報
告するものとする。

（業務の実施）
第５条 乙は、第４条に基づく出動の要請があった場合は直ちに出動し、活動を実

施するものとする。
２．業務の直接の指示は、大隅河川国道事務所所属職員のうち甲が指定する者
（以下、「指示者」という。）が行うものとし、乙はその指示に従うものとする。
３．甲は、前項による指示者を指定したときは、速やかに乙に通知するものと
する。

別紙－１

（契約の締結）
第６条 甲は、乙に第４条の出動を要請した場合は、速やかに契約を締結するもの

とする。

（業務の完了）
第７条 乙は、業務が完了したときは、直ちに指示者に対し、口頭、並びに書面に

より完了報告を行うとともに、実施した業務の内容及び出動人員等を書面に
より甲に報告するものとする。

（費用の請求）
第８条 乙は、活動完了後当該活動に要した費用を第６条により締結した契約に基

づき、甲に請求するものとする。

（費用の支払）
第９条 甲は、第８条の規定により請求を受けたときは、内容を精査し第６条によ

り締結した契約に基づきその費用を支払うものとする。

（損害の負担）
第10条 本活動の実施に伴い、甲、乙いずれの責にも帰することができない原因に

より、第三者に対し損害を及ぼしたとき、若しくは乙の技術者等に損害が生
じたときは、乙はその事実の発生後遅滞なくその状況を書面により甲に報告
し、その処置について甲、乙協議して定めるものとする。

２．本活動の実施に伴い、明らかに乙の責に帰する原因により第三者に損害を
及ぼしたとき、若しくは乙の技術者等に損害が生じたときは、乙がこれを負
担するものとする。

３．本活動の実施に伴い、明らかに甲の責に帰する原因により第三者に損害を
及ぼしたとき、若しくは乙の技術者等に損害が生じたときは、甲がこれを負
担するものとする。

（有効期限）
第11条 本協定の有効期限は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで
とする。
２．協定発効時に乙が有していた一般競争参加資格が失われた場合、失われた
日をもって、この協定も失効するものとする。

３．本協定締結後、甲、乙いずれの申し出により、本協定は廃止することがで
きる。

（その他）
第12条 この協定に定めない事項、又は疑義が生じた事項については、その都度甲、

乙協議して定めるものとする。

この協定の証として、本書２通を作成し、甲、乙が押印の上、それぞれを各１通
保有するものとする。

令和 ４年 月 日

甲 国土交通省 九州地方整備局

大隅河川国道事務所長 岩男 忠明

乙 株式会社 ○○○

代表取締役 ○○ ○○



大隅河川国道事務所管内（桜島直轄砂防事業）における
災害時等応急対策業務（測量・観測・調査検討等）に関する基本協定

国土交通省九州地方整備局大隅河川国道事務所長 岩男 忠明（以下「甲」という）
と、株式会社 ○○○ 代表取締役 ○○ ○○ （以下「乙」という）とは、災
害時等における応急対策業務の実施に関し、次のとおり協定する。

（目的）
第１条 この協定は、大隅河川国道事務所が担当する直轄砂防区域及び土砂災害警

戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下「土砂法」と
いう）の第２９条に基づき行う緊急調査（河道閉塞による湛水を発生原因と
する土石流、河道閉塞による湛水、火山噴火に起因する土石流）を担当する
第２条の実施区域内において、火山噴火・土石流等の大規模な災害が発生若
しくは災害の発生が予測された場合に大隅河川国道事務所が行う緊急調査や
応急対策の計画立案等を実施することを想定し、災害発生範囲の地形変状把
握及び被害想定範囲の検討等を行う実施業者をあらかじめ定め、災害の拡大
防止に資することを目的とする。
また、「九州地方整備局防災業務計画書」に基づき災害対策本部長、災害

支援本部長もしくは、応援対策本部長（九州地方整備局長）から出動命令が
あった場合は、大隅河川国道事務所が管理する直轄砂防施工区域以外（他の
直轄事務所、他の地方整備局、地方自治体）においても同様とする。

（業務の実施区域）
第２条 甲が乙に対し協力を要請する活動の実施区域は、大隅河川国道事務所で直

轄砂防事業を施行する区域（鹿児島市桜島島内の１１河川）及び土砂法に基
づき緊急調査を担当する市町村（鹿児島市、垂水市、鹿屋市、姶良市、霧島
市、曽於市、志布志市、西之表市、奄美市、大崎町、東串良町、肝付町、錦
江町、南大隅町、中種子町、南種子町、屋久島町、瀬戸内町、龍郷町、喜界
町、徳之島町、天城町、伊仙町、和泊町、知名町、与論町、三島村、十島村、
大和村、宇検村）とする。
また、「九州地方整備局防災計画書」に基づき、出動命令があった場合は、

命令があった区域も同様とする。

（業務の内容）
第３条 甲が乙に対し協力を要請する活動の内容は、甲の指示に基づく実施区域に

おける「火砕流、溶岩流、土石流シミュレーションの実施と応急対策の計画
立案等を行うための技術支援」とする。

（業務の要請）
第４条 甲は、乙に対し、第２条の実施区域で発生した災害状況に応じ、本業務を

実施するための出動を書面（第１報は電話で可）により要請するものとする。
２．乙は、前項の出動要請の連絡を受ける者を、あらかじめ書面により甲に報
告するものとする。

（業務の実施）
第５条 乙は、第４条に基づく出動の要請があった場合は直ちに出動し、活動を実

施するものとする。
２．業務の直接の指示は、大隅河川国道事務所所属職員のうち甲が指定する者
（以下、「指示者」という。）が行うものとし、乙はその指示に従うものとする。
３．甲は、前項による指示者を指定したときは、速やかに乙に通知するものと
する。

別紙－２

（契約の締結）
第６条 甲は、乙に第４条の出動を要請した場合は、速やかに契約を締結するもの

とする。

（業務の完了）
第７条 乙は、業務が完了したときは、直ちに指示者に対し、口頭、並びに書面に

より完了報告を行うとともに、実施した業務の内容及び出動人員等を書面に
より甲に報告するものとする。

（費用の請求）
第８条 乙は、活動完了後当該活動に要した費用を第６条により締結した契約に基

づき、甲に請求するものとする。

（費用の支払）
第９条 甲は、第８条の規定により請求を受けたときは、内容を精査し第６条によ

り締結した契約に基づきその費用を支払うものとする。

（損害の負担）
第10条 本活動の実施に伴い、甲、乙いずれの責にも帰することができない原因に

より、第三者に対し損害を及ぼしたとき、若しくは乙の技術者等に損害が生
じたときは、乙はその事実の発生後遅滞なくその状況を書面により甲に報告
し、その処置について甲、乙協議して定めるものとする。

２．本活動の実施に伴い、明らかに乙の責に帰する原因により第三者に損害を
及ぼしたとき、若しくは乙の技術者等に損害が生じたときは、乙がこれを負
担するものとする。

３．本活動の実施に伴い、明らかに甲の責に帰する原因により第三者に損害を
及ぼしたとき、若しくは乙の技術者等に損害が生じたときは、甲がこれを負
担するものとする。

（有効期限）
第11条 本協定の有効期限は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで
とする。
２．協定発効時に乙が有していた一般競争参加資格が失われた場合、失われた
日をもって、この協定も失効するものとする。

３．本協定締結後、甲、乙いずれの申し出により、本協定は廃止することがで
きる。

（その他）
第12条 この協定に定めない事項、又は疑義が生じた事項については、その都度甲、

乙協議して定めるものとする。

この協定の証として、本書２通を作成し、甲、乙が押印の上、それぞれを各１通
保有するものとする。

令和 ４年 月 日

甲 国土交通省 九州地方整備局

大隅河川国道事務所長 岩男 忠明

乙 株式会社 ○○○

代表取締役 ○○ ○○



大隅河川国道事務所管内（桜島直轄砂防事業）における
災害時等応急対策業務（測量・観測・調査検討等）に関する基本協定

国土交通省九州地方整備局大隅河川国道事務所長 岩男 忠明（以下「甲」という）
と、株式会社 ○○○ 代表取締役 ○○ ○○ （以下「乙」という）とは、災
害時等における応急対策業務の実施に関し、次のとおり協定する。

（目的）
第１条 この協定は、大隅河川国道事務所が担当する直轄砂防区域及び土砂災害警

戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下「土砂法」と
いう）の第２９条に基づき行う緊急調査（河道閉塞による湛水を発生原因と
する土石流、河道閉塞による湛水、火山噴火に起因する土石流）を担当する
第２条の実施区域内において、火山噴火・土石流等の大規模な災害が発生若
しくは災害の発生が予測された場合に大隅河川国道事務所が行う緊急調査や
応急対策の計画立案等を実施することを想定し、災害発生範囲の地形変状把
握及び被害想定範囲の検討等を行う実施業者をあらかじめ定め、災害の拡大
防止に資することを目的とする。
また、「九州地方整備局防災業務計画書」に基づき災害対策本部長、災害

支援本部長もしくは、応援対策本部長（九州地方整備局長）から出動命令が
あった場合は、大隅河川国道事務所が管理する直轄砂防施工区域以外（他の
直轄事務所、他の地方整備局、地方自治体）においても同様とする。

（業務の実施区域）
第２条 甲が乙に対し協力を要請する活動の実施区域は、大隅河川国道事務所で直

轄砂防事業を施行する区域（鹿児島市桜島島内の１１河川）及び土砂法に基
づき緊急調査を担当する市町村（鹿児島市、垂水市、鹿屋市、姶良市、霧島
市、曽於市、志布志市、西之表市、奄美市、大崎町、東串良町、肝付町、錦
江町、南大隅町、中種子町、南種子町、屋久島町、瀬戸内町、龍郷町、喜界
町、徳之島町、天城町、伊仙町、和泊町、知名町、与論町、三島村、十島村、
大和村、宇検村）とする。
また、「九州地方整備局防災計画書」に基づき、出動命令があった場合は、

命令があった区域も同様とする。

（業務の内容）
第３条 甲が乙に対し協力を要請する活動の内容は、甲の指示に基づく実施区域に

おける「河道閉塞や降灰に伴う地形変状等に関わるＬＰ測量等及び人工衛星
による撮影、画像収集、画像加工及び解析」と「火砕流、溶岩流、土石流シ
ミュレーションの実施と応急対策の計画立案等を行うための技術支援」とす
る。

（業務の要請）
第４条 甲は、乙に対し、第２条の実施区域で発生した災害状況に応じ、本業務を

実施するための出動を書面（第１報は電話で可）により要請するものとする。
２．乙は、前項の出動要請の連絡を受ける者を、あらかじめ書面により甲に報
告するものとする。

（業務の実施）
第５条 乙は、第４条に基づく出動の要請があった場合は直ちに出動し、活動を実

施するものとする。
２．業務の直接の指示は、大隅河川国道事務所所属職員のうち甲が指定する者
（以下、「指示者」という。）が行うものとし、乙はその指示に従うものとする。
３．甲は、前項による指示者を指定したときは、速やかに乙に通知するものと
する。

別紙－３

（契約の締結）
第６条 甲は、乙に第４条の出動を要請した場合は、速やかに契約を締結するもの

とする。

（業務の完了）
第７条 乙は、業務が完了したときは、直ちに指示者に対し、口頭、並びに書面に

より完了報告を行うとともに、実施した業務の内容及び出動人員等を書面に
より甲に報告するものとする。

（費用の請求）
第８条 乙は、活動完了後当該活動に要した費用を第６条により締結した契約に基

づき、甲に請求するものとする。

（費用の支払）
第９条 甲は、第８条の規定により請求を受けたときは、内容を精査し第６条によ

り締結した契約に基づきその費用を支払うものとする。

（損害の負担）
第10条 本活動の実施に伴い、甲、乙いずれの責にも帰することができない原因に

より、第三者に対し損害を及ぼしたとき、若しくは乙の技術者等に損害が生
じたときは、乙はその事実の発生後遅滞なくその状況を書面により甲に報告
し、その処置について甲、乙協議して定めるものとする。

２．本活動の実施に伴い、明らかに乙の責に帰する原因により第三者に損害を
及ぼしたとき、若しくは乙の技術者等に損害が生じたときは、乙がこれを負
担するものとする。

３．本活動の実施に伴い、明らかに甲の責に帰する原因により第三者に損害を
及ぼしたとき、若しくは乙の技術者等に損害が生じたときは、甲がこれを負
担するものとする。

（有効期限）
第11条 本協定の有効期限は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで
とする。
２．協定発効時に乙が有していた一般競争参加資格が失われた場合、失われた
日をもって、この協定も失効するものとする。

３．本協定締結後、甲、乙いずれの申し出により、本協定は廃止することがで
きる。

（その他）
第12条 この協定に定めない事項、又は疑義が生じた事項については、その都度甲、

乙協議して定めるものとする。

この協定の証として、本書２通を作成し、甲、乙が押印の上、それぞれを各１通
保有するものとする。

令和 ４年 月 日

甲 国土交通省 九州地方整備局

大隅河川国道事務所長 岩男 忠明

乙 株式会社 ○○○

代表取締役 ○○ ○○


